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令和７・８年度 競争入札等参加資格審査申請の受付について

令和７・８年度において上ノ国町が発注する工事又は製造の請負、物件の買入れその他の契約

に係る一般競争入札、指名競争入札又は随意契約（以下「競争入札等」という。）の参加資格審査

申請の受付を次のとおり行います。

建設工事の請負及び設計等業務の委託については、北海道市町村入札参加資格共同審査による電

子申請のみとなります。

記

第１ 資格

１． 競争入札等参加資格審査の申請ができない者

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１６７条の

４第１項（第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。）に規定する者又

は同令第１６７条の４第２項（第１６７条の１１第１項において準用する場合を含

む。）の規定により競争入札への参加を排除されている者

（２）次に掲げる税を滞納している者

① 法人税、消費税及び地方消費税

② 都道府県税

③ 町税

２．申請書の提出方法

建設工事請負 ①今回の申請から、建設工事及の請負び設計等業務の委託については、

及び 北海道市町村入札参加資格共同審査による電子申請となります。

設計等業務委託

<北海道市町村入札参加資格共同審査ポータルサイト>

【URL:https://www.hoctec.info/kyoshin/】

②受付期間

令和６年１２月１０日（火）から令和７年１月３１日（金）まで

※上記期間までに申請した者は建設工事の格付等級の対象とします。

随時申請した者は格付等級の対象としません。

物品役務等 物品役務等については、北海道建設技術センターにおいて令和 ８ 年

度（受付は令和 ７ 年度予定）から「北海道市町村入札参加資格共同審

査システム」による共同審査を開始すると示されたことから、本町にお

いても活用する予定としています。

そのため、令和 ８ 年度以降の名簿からの活用となり、有効期間のタ
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イムラグが発生することから、臨時的な措置として令和 ５・６ 年度の

定期受付及び追加受付（ともに有効期間が令和 ７ 年 ３ 月 ３１日（月）

）により、物品役務等の競争入札等参加資格者名簿に登録された事業者

は、特例として有効期間を令和 ８ 年 ３ 月 ３１ 日（火）までに延長

します。

なお、有効期間の延長には特別な手続きは必要ありません。

また、受付は随時行っております。

備 考 ○納税証明書（電子納税証明書も可）、商業登記簿謄本、代表者身分証

明書、住民票抄本は、申請受付日から３ヶ月以内のものとします。

○納税証明書、商業登記簿謄本、代表者身分証明書、住民票抄本、許可

等の証明書は写しでも可とします。

○合併、営業譲渡などの場合には、資格確認のため必要となる書類の提

出を求める場合があります。

３．契約の種類により必要とする資格及びその他の要件

（１） 建設工事の請負契約

（資格審査の基準日は、令和６年１２月１日とします。）

① 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の許可を受けており、審査基準日に

おいて当該許可を受けてから引き続き２年以上その事業を営んでいること。

なお、本社から支店等に権限を委任する場合は、当該支店等が建設業の許可を受けている

こと。

② それぞれの資格に対応する建設業の許可について建設業法による国土交通大臣又は都道府

県知事が行なう総合評定値の通知を受けており、登録申請する工種に関する完成工事高が

あり、かつ、その総合評定値通知書の審査基準日が令和５年９月２日以降の日であること。

③ 浄化槽工事に係る契約についての資格要件

審査基準日において浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第２１条第１項の規定に基づく

登録を受けている又は同法第３３条第３項の届け出をしていること。

審査基準日において浄化槽法第２条第１０号の規定に基づく浄化槽設備士を常時雇用して

いること。

（２） 測量、設計、調査及び技術資料の作成に係る業務委託契約

（資格審査の基準日は、令和６年１２月１日とします。）

① 登録申請する工種について、審査基準日以前に２年以上当該事業を営んでいること。

② 審査基準日より前２年間における事業高（営業実績）があること。

③ 営業に関する許可、免許又は登録を必要とする場合は、当該営業所に関する許可、免許又

は登録を取得していること。

（３） 物品の購入、物品の賃貸借、役務の提供その他の契約

物品役務に関しては、期間の延長及び随時受付である為、資格審査基準日を設けません。

（４） 市町村に未納税額がないことの証明書について（全ての申請書に共通です。）

① 納税証明書の請求窓口は、所管する各市町村です。

② 証明が必要な税目は、市町村民税（法人市町村民税）、固定資産税及び軽自動車税です。
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③ 下記の区分に応じて提出してください。

業者区分 提出が必要な者 提出する納税証明

町外業者 法人 法人市町村税の納税証明（本社所在地の分）

町外業者で本町に納税 法人 法人市町村税の納税証明（本町に係る分）

義務がある場合 本町在住の役員 個人に係る市町村税の納税証明

町内業者 法人 法人市町村税の納税証明

役員 個人に係る市町村税の納税証明

④ 添付する納税証明書は申請受付日前３か月以内に発行されたものに限ります。

４．資格の有効期間

建設工事の請負及び設計等業務の委託に関する資格の有効期間は、令和７年度及び令和８年

度とします。なお、資格の有効期間内であっても、建設業許可の失効又は経営事項審査の有効

期限が経過した場合は、当該業種の入札参加資格も失効しますので、更新の都度、必要な書類

を提出してください。

ただし、共同企業体については原則として単年度とします。

物品役務については、有効期間を１年延長していることから、令和７年度とします。

第２ 資格審査

１．格付等級について

町内に本店を置く建設工事請負契約の申請者に対し「土木工事」「建築工事」の２業種につ

いて格付を行います。

２．登録者名簿・格付等級の公表について

上ノ国町役場閲覧コーナーにおいて、令和７年４月上旬から公表します。

第３ 資格の消滅

競争入札等参加者が次の各号のいずれかに該当したときは、当該競争入札等参加の資格は消

滅するものとします。

（１）政令第１６７条の４第１項（第１６７条の１１第１１項において準用する場合を含む。）

に規定する者になったとき。

（２）営業に関し、法令の規定による許可、免許、登録等を要する場合において、当該許可、

免許、登録等を取り消されたとき。

（３）その他、第１資格の１及び４に定める要件を欠くに至ったとき。
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第４ その他

建設工事の請負、設計等業務の委託に係る電子申請が困難な場合は、早急に下記までお問

合せください。

① 北海道市町村入札参加資格共同審査に関すること

一般財団法人 北海道建設技術センター 技術部審査課 入札参加資格審査担当

ＴＥＬ：０１１－７３３－２３２２

【Ｅ-mail：kyoshin@hoctec.or.jp】

メールによるお問合せは、２４時間送信可能です。

電話によるお問合せは、午前９時から午後５時までとなります。（土曜日、日曜日及

び祝日等閉庁日を除く）

② ①以外の競争入札等参加資格審査申請に関することについては、以下の担当係へお問

い合わせください。

〒０４９－０６９８

檜山郡上ノ国町字大留１００番地

上ノ国町役場 施設課財産管理グループ （電話 0139-55-2311 内線 225・227）

受付時間

月曜日から金曜日まで

午前 ９時００分～１１時４５分

午後 １時００分～５時００分

（土曜日、日曜日及び祝日等閉庁日を除く）

※ 本書に記載された説明は、競争入札等参加資格審査申請の「町の公示」を平易な文体とし

たものであり、同様の内容となっています。


